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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第28期
第３四半期
累計期間

第29期
第３四半期
累計期間

第28期
第３四半期
会計期間

第29期
第３四半期
会計期間

第28期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成21年
３月31日

自平成21年
７月１日
至平成22年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成20年
７月１日
至平成21年
６月30日

売上高　　　　　　　　 （千円） 3,685,5803,650,2341,212,6661,222,0234,867,023

経常利益　　　　　　　 （千円） 52,401 95,749 20,749 23,105 35,803

四半期（当期）純利益

　　　　　　　　　　　 （千円）
24,858 71,151 12,126 12,419 30,656

持分法を適用した場合の投資利益

  　　　　　　　　 　（千円）
－ － － － －

資本金　　　　　　　　 （千円） － － 479,205 624,205 624,205

発行済株式総数　　　　 （千株） － － 1,164 1,664 1,664

純資産額　　　　　　　 （千円） － － 918,9271,269,3201,215,391

総資産額　　　　　　　 （千円） － － 3,755,3114,164,9604,005,087

１株当たり純資産額　　 　（円） － － 788.38 761.93 730.15

１株当たり四半期（当期）純利益

金額

　　　　　　　　　　　 　（円）

21.35 42.74 10.41 7.46 25.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額　　 　（円）
－ 42.72 － 7.46 －

１株当たり配当額　　　 　（円） － － － － 10.00

自己資本比率　　　　　 　（％） － － 24.4 30.5 30.3

営業活動による

キャッシュ・フロー　　 （千円）
227,167 283,119 － － 297,003

投資活動による

キャッシュ・フロー　 　（千円）
△360,732△60,942 － － △397,697

財務活動による

キャッシュ・フロー　　 （千円）
14,925△110,410 － － 233,451

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高　　　　　 （千円）
－ － 81,511 444,675 322,908

従業員数　　　　　　 　　（人） － － 153 169 168

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ　　

　　

いては記載しておりません。　

２　売上高に、消費税等は含んでおりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第28期第３四半期累計（会計）期間および第

28期は潜在株式は存在しますが希薄化効果を有しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 169 (545)

（注）　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、パート・アルバイト等の臨時従業員数（１日８時　

間勤務として計算した期中平均人数）を記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、仕入及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日 
至　平成22年３月31日）

 
前年同四半期比（%） 

 

チャーシュー細巻き　　　（千円） 26,032 82.4

ギョーザ　　　　　　　　（千円） 13,877 90.1

メンマ　　　　　　　　　（千円） 5,962 83.2

鶏そぼろ　　　　　　　　（千円） 4,341 165.6

その他　　　　　　　　　（千円） 73,710 124.8

合計（千円） 123,925 107.0

　（注）１　上記は名古屋センターにおける生産実績であります。

２　金額は製造原価によって表示しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　その他は、タレ・調味料等であります。

(2）仕入実績

　当第３四半期会計期間における仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
 当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
 至　平成22年３月31日）

　
前年同四半期比（%）

　

麺類　　　　　　　　　　（千円） 32,974 91.0

精米類　　　　　　　　　（千円） 23,903 106.5

肉類　　　　　　　　　　（千円） 11,796 84.2

酒・ドリンク類　　　　　（千円） 8,994 89.4

野菜類　　　　　　　　　（千円） 11,898 93.0

スープ類　　　　　　　　（千円） 22,569 133.1

その他　　　　　　　　　（千円） 163,930 103.7

合計（千円） 276,066 102.0

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他は、タレ・調味料等であります。

(3）販売実績

　当第３四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門
 当第３四半期会計期間

　　  （自　平成22年１月１日
        至　平成22年３月31日）

　
　　前年同四半期比（%）　  

       

クイックサービス部門　　（千円） 907,998 106.4

ファミリーサービス部門　（千円） 148,903 62.4

カジュアルサービス部門　（千円） 163,184 138.3

その他　　　　　　　　　（千円） 1,936 86.1

合計（千円） 1,222,023 100.8

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他は、食材売上であります。
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は発生しておりません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当社は平成22年２月９日開催の取締役会において、平成22年３月１日および平成22年３月31日をもって株式会社グ

ルメ杵屋との間で、同社が運営するアーシーマーシー（阿詩瑪石）の事業を譲受けることを決議いたしました。

　

　（１）事業譲受けの理由

　　当社は、従前より関東、関西地区への出店を進めていく方針を持っておりますが、株式会社グルメ杵屋のレストラ

　ン事業の中華業態であるアーシーマーシー（阿詩瑪石）店舗は、九州地区の店舗を除き当社の出店強化エリアと合致　

　しており、またその店舗設備は当社の展開する龍虎餐房long-hu dining（ロンフーダイニング）業態へ低コストで業

　態転換できる見込みです。今般、株式会社グルメ杵屋が中華業態から完全撤退するに当たり、当社は同業態12店舗の

　内６店舗を譲受けることにより、当社事業の発展に資するものであります。

　　

　（２）事業譲受けの内容

　　　① 譲受ける事業の内容

　　　　株式会社グルメ杵屋がアーシーマーシー(阿詩瑪石)店として営業する６店舗

　　店　名 所在地

丸の内オアゾ店 東京都千代田区丸の内1-6-2　新丸の内センタービル３Ｆ

千代田橋アピタ店 名古屋市千種区千代田橋2-1-1　アピタ千代田橋店１Ｆ

久御山ジャスコ店 京都府久世郡久御山町森南大内156-1　ジャスコ久御山２Ｆ

明石マイカル店 兵庫県明石市大久保町ゆりのき通2-3-1　明石マイカル２番街１Ｆ

福山駅サンステーションテラス店広島県福山市三之丸町30-1　サンステーションテラス福山１Ｆ　

呉ゆめタウン店 広島県呉市宝町5-10　ゆめタウン呉３Ｆ

　
　

　② 譲受ける資産、負債の額

　　　　　建物付属設備、工具器具備品等　109百万円

　

　（３）譲渡会社の名称　株式会社グルメ杵屋

　　

　（４）事業譲受けの時期　
　　　取締役会決議　　　　　　　　　平成22年２月９日

　　　事業譲渡契約書締結　　　　　　平成22年２月10日

　　　事業譲受け日

　　　　平成22年３月１日  以下の１店舗

　　　　　千代田橋アピタ店

　　　　平成22年３月31日  以下の５店舗

　　　　　丸の内オアゾ店、久御山ジャスコ店、明石マイカル店、福山駅サンステーションテラス店、呉ゆめタウン店
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　　（１）業績の状況

　当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や新興国への輸出回復、また企業リストラ策の一

巡等により、企業収益は回復基調となりましたが、雇用回復までには至らず、経済全般のデフレ傾向が継続し、国

内消費は低調なまま推移しました。

　外食産業におきましては、企業間競争は一段と激化し、低価格業態の一部に好調さが見られる一方で、顧客が

選択消費を強めた結果、個人店の廃業や、収益低下を余儀なくされる企業も増加しました。　

　　　　　このような環境下で当社は、当第３四半期会計期間に、株式会社グルメ杵屋から中華レストラン事業「阿詩瑪

　　　　石（アーシーマーシー）」６店舗を譲り受け（３月１日に１店舗、３月31日に５店舗）、３月１日に譲り受けた

　　　　店舗を、早速、当社の龍虎餐房(ロンフーダイニング)業態に業態転換の改装を実施しました。当第３四半期にお

　　　　きましてはこの他の新規出店はなく、既存店改装は、前記の業態転換を含め３店舗で実施しました。

　　　　　期末店舗数は71店舗（前第３四半期末比８店舗増）で、業態別店舗数では、「一刻魁堂」46店舗（同増減無

　　　　し）、「中華食堂(「旨飯中華食房」を含む)」11店舗（同増減無し）、「龍虎餐房」８店舗（同３店舗増）、

　　　　「中華屋あんず」１店舗（同増減無し）、「阿詩瑪石」５店舗（同５店舗増）であります。ただし阿詩瑪石５店

　　　　舗につきましては売上高の計上はありません。　

　　　　　営業面では、正社員の積極採用ならびに教育訓練を進め組織強化を図りつつ、各業態で新メニューの投入や既

　　　　存商品の強化を進め、積極的な広告宣伝も行いました。その結果、「一刻魁堂」業態、「龍虎餐房」業態は概ね

　　　　好調に推移しましたが、「中華食堂(「旨飯中華食房」を含む)」業態と「中華屋あんず」業態が苦戦し、全業態

　　　　合計での当第３四半期会計期間の既存店売上高は、前期同期間比3.4％減少しました。

　　　　　また３月には本社近隣(名古屋市緑区)へ、新たに有松工場を開設し、これまで外注しておりましたラーメンの

　　　　麺を、自社内製品へと切り替え完了し、品質向上ならびに今後に向けて更なる原価低減の体制を整えました。　

　　　　　以上によりまして、当第３四半期会計期間の売上高は1,222百万円（前期同期間比0.8％増）となり、利益面で

　　　　は、業態転換や新工場開設の先行費用も発生しましたが、営業利益33百万円(同11.1％増)、経常利益23百万円

　　　（同11.4％増）、四半期純利益12百万円（同2.4％増）となり、増収増益となりました。

　 

（２）財政状況の分析

　 当第３四半期会計期間末における流動資産は662百万円となり、前事業年度末に比べ140百万円増加いたしまし 

 た。主な要因は、現金及び預金が111百万円増加したためであります。

　 固定資産は3,502百万円となり、前事業年度末に比べ18百万円増加いたしました。主な要因は、譲受け新店舗

 等に伴う差入保証金が54百万円増加、償却、除却により有形固定資産が9百万円減少したためであります。

　 流動負債は1,548百万円となり、前事業年度末に比べ243百万円増加いたしました。主な要因は、短期借入金が

 189百万円増加したためであります。 

　 固定負債は1,347百万円となり、前事業年度末に比べ137百万円減少いたしました。主な要因は、長期借入金が

 170百万円減少したためであります。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

　 当第３四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第２四半期会計期間末に比べ

 て14百万円減少し444百万円となりました。なお、当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況 

 は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

　   当第３四半期会計期間において、営業活動により得られた資金は74百万円（前年同四半期は90百万円の収

   入）となりました。これは主に税引前四半期純利益18百万円、減価償却費68百万円によるものであります。

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

     当第３四半期会計期間において、投資活動により使用した資金は13百万円（前年同四半期は213百万円の支

   出）となりました。これは主に新店・業態転換および改装に伴う有形固定資産の取得による支出16百万円に

   よるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

     当第３四半期会計期間において、財務活動により支出した資金は75百万円（前年同四半期は64百万円の支

   出）となりました。これは主に短期借入金の純増加額158百万円、長期借入れによる収入50百万円があった一

   方、長期借入金の返済による支出277百万円によるものであります。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　 当第３四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

 りません。

 

（５）研究開発活動

 　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、有松工場を新設しました。また、株式会社グルメ杵屋より同社が運営するアーシー

マーシー（阿詩瑪石）の事業を譲り受けました。

　その設備の状況は次のとおりであります。　

事業所名（所在地） 事業部門 設備の内容

帳簿価額（千円）

建物
土地

（面積㎡）
その他 合計

従業員数

（名）

有松工場（名古屋市緑区）

　
共通 製造設備 3,683[219.80]11,66915,353

1

(6)

阿詩瑪石丸の内オアゾ店

（東京都千代田区）

カジュアル

サービス
店舗設備 18,095[182.27]2,24320,339

0

(0)

龍虎餐房千代田橋アピタ店

（名古屋市千種区）

カジュアル

サービス
店舗設備 8,174[130.25]1,544 9,695

1

(4)

阿詩瑪石久御山ジャスコ店

（京都府久世郡）

カジュアル

サービス
店舗設備 4,774[225.46]549 5,324

0

(0)

阿詩瑪石明石マイカル店

（兵庫県明石市）

カジュアル

サービス
店舗設備 6,139[164.15]771 6,910

0

(0)

阿詩瑪石福山駅サンステー

ションテラス店（広島県福

山市）

カジュアル

サービス
店舗設備 15,561[80.93]1,32216,883

0

(0)

阿詩瑪石呉ゆめタウン店

(広島県呉市）

カジュアル

サービス
店舗設備 6,346[116.92]475 6,822

0

(0)

（注）１ 上記金額には消費税等は含まれておりません。

　　　２ 帳簿価額のうち「その他」は機械及び装置、車両及び運搬具および工具、器具及び備品であります。

　　　３ 従業員数の（外書）は、パート・アルバイト等の臨時従業員数（1日8時間勤務として計算した期中平均人数を

記載してお

　　　　 ります。　

　　　４ 当社は、土地及び建物を賃借しており、土地の欄の[ ]は賃借面積（㎡）を表しております。

　　　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,640,000

計 3,640,000

　②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,664,800 1,664,800
名古屋証券取引所

（セントレックス）

権利内容に何ら

限定の無い当社

における標準と

なる株式であり、

単元株式数は100

株であります。

計 1,664,800 1,664,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 会社法第236条、第238条および第240条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 　　　　平成19年12月５日開催の取締役会決議

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年３月31日）

新株予約権の数（個） 80

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 507

新株予約権の行使期間
平成22年１月１日から

平成29年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　636

資本組入額　　　　318

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。た

だし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。 

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、当社が時価を下回る価額で株式を発行または自己株式の処分を行う場合（時価発行として行う公募

増資、新株予約権、新株予約権証券および新株引受の行使に伴う株式の発行を除く）、当社が合併、会社分　

割株式交換または株式移転（以上を総称して「合併等」という。）を行う場合、株式無償割当てを行う場合、

その他目的となる株式の数を調整することが適切な場合は、当社は合理的な範囲内で目的となる株式数

の調整を行うことができるものとします。
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２　新株予約権割当日後、当社が株式の分割・併合および時価を下回る価額で株式を発行または自己株式の処分

を行う場合（時価発行として行う公募増資、新株予約権、新株予約権証券および新株引受権の行使に伴う株

式の発行を除く）は、次の算式により１株当たり行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切

り上げます。なお、自己株式の処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式

数」、「１株当たり払込金額」は「１株当たり処分価額」、「分割・新規発行による増加株式数」は「処分

株式数」とそれぞれ読み替えます。

     既発行 新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額

 

＝

 

調整前

行使価額

 

×

 

 株式数＋ 分割・併合・新規発行前の株価

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

 　 （株式の併合の場合は併合株式数を減ずる）

　また、新株予約権割当日後に、当社が合併等を行う場合、株式無償割当てを行う場合、その１株当たりの行

使価額の調整をすることが適切な場合には、当社は１株当たりの行使価額の調整を行うことができるもの

とします。 

３　新株予約権の行使条件は次のとおりであります。

①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の従業員その他これに準ずる地位にあるこ

とを要するものとします。ただし、新株予約権の割当を受けた者が任期満了により退任または定年退職し

た場合、この限りではありません。

②  新株予約権の割当を受けた者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、その権利を喪失しま

す。なお、新株予約権の割当を受けた者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合は、相続人が

その権利を行使することができます。

③　新株予約権の質入れその他一切の処分を認めないものとします。

④  その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権割当契約に

定めるところによります。

４　新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要することとします。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成22年１月１日～

平成22年３月31日
－ 1,664,800 － 624,205 － 539,254

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容の確認が出来ないため、記載する

ことが出来ないことから、直前の基準日（平成21年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。　

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,664,200 16,642 －

単元未満株式 普通株式        400 － －

発行済株式総数 1,664,800　 － －

総株主の議決権 － 16,642 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式23株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ＪＢイレブン
名古屋市緑区桶狭間

切戸2217番地
200 － 200 0.01

計 － 200 － 200 0.01

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月

最高（円） 608 600 606 592 580 585 589 590 630

最低（円） 505 541 510 531 520 525 550 528 553

　（注）　最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動　

 新役名  新職名  旧役名  旧職名  氏名  異動年月日

 専務取締役
店舗開発部、人材開発

部、総務部担当
 専務取締役

店舗開発部、人材開発部、

総務部、経理部担当
 伊藤　眞一郎  平成22年２月１日

 取締役
経理部担当、経営推進室

長
 取締役 経営推進室長  羽山　正信  平成22年２月１日

 常務取締役 内部監査室長  常務取締役
営業第一部、営業第二部

担当、営業第二部長 
 西田　誠  平成22年５月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20

年７月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21

年３月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半

期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 444,675 332,908

売掛金 162 135

預入金 81,128 68,310

製品 11,608 14,731

仕掛品 12,266 6,707

原材料及び貯蔵品 14,395 13,755

その他 97,765 84,571

流動資産合計 662,002 521,120

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,740,153 1,779,228

土地 588,273 586,122

その他（純額） 368,487 340,696

有形固定資産合計 ※
 2,696,914

※
 2,706,047

無形固定資産

その他 8,343 8,874

無形固定資産合計 8,343 8,874

投資その他の資産

差入保証金 451,890 397,880

その他 345,809 371,163

投資その他の資産合計 ※
 797,699

※
 769,044

固定資産合計 3,502,957 3,483,966

資産合計 4,164,960 4,005,087

負債の部

流動負債

買掛金 124,267 107,923

短期借入金 225,300 36,000

1年内返済予定の長期借入金 662,262 715,289

1年内償還予定の社債 60,000 100,000

未払法人税等 24,743 32,912

賞与引当金 26,855 6,429

その他 425,022 306,507

流動負債合計 1,548,451 1,305,062

固定負債

社債 40,000 50,000

長期借入金 1,198,008 1,368,781

退職給付引当金 14,657 17,377

その他 94,523 48,475
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年６月30日)

固定負債合計 1,347,188 1,484,633

負債合計 2,895,640 2,789,695

純資産の部

株主資本

資本金 624,205 624,205

資本剰余金 539,254 539,254

利益剰余金 105,980 51,474

自己株式 △141 △141

株主資本合計 1,269,298 1,214,792

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,013 △344

評価・換算差額等合計 △1,013 △344

新株予約権 1,035 944

純資産合計 1,269,320 1,215,391

負債純資産合計 4,164,960 4,005,087
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 3,685,580 3,650,234

売上原価 983,878 937,216

売上総利益 2,701,702 2,713,017

販売費及び一般管理費 ※
 2,620,073

※
 2,603,313

営業利益 81,628 109,704

営業外収益

受取利息 1,328 795

受取配当金 36 33

賃貸不動産収入 50,625 48,362

その他 3,300 18,066

営業外収益合計 55,290 67,258

営業外費用

支払利息 25,393 23,697

社債利息 2,726 1,052

社債発行費 － 718

賃貸不動産費用 48,970 46,115

その他 7,428 9,628

営業外費用合計 84,518 81,212

経常利益 52,401 95,749

特別利益

固定資産受贈益 － 6,733

役員退職慰労引当金戻入額 40 －

その他 81 161

特別利益合計 121 6,894

特別損失

固定資産除却損 19,278 11,221

退店損失 2,020 －

特別損失合計 21,299 11,221

税引前四半期純利益 31,223 91,422

法人税、住民税及び事業税 6,365 20,270

法人税等合計 6,365 20,270

四半期純利益 24,858 71,151
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 1,212,666 1,222,023

売上原価 309,909 315,631

売上総利益 902,757 906,391

販売費及び一般管理費 ※
 872,628

※
 872,933

営業利益 30,128 33,458

営業外収益

受取利息 431 292

賃貸不動産収入 16,875 15,695

その他 1,183 803

営業外収益合計 18,489 16,791

営業外費用

支払利息 8,507 7,979

社債利息 833 349

社債発行費 － 718

賃貸不動産費用 16,256 15,186

その他 2,272 2,910

営業外費用合計 27,869 27,144

経常利益 20,749 23,105

特別利益

その他 81 －

特別利益合計 81 －

特別損失

固定資産除却損 5,820 4,303

退店損失 615 －

特別損失合計 6,435 4,303

税引前四半期純利益 14,395 18,801

法人税、住民税及び事業税 2,269 6,382

法人税等合計 2,269 6,382

四半期純利益 12,126 12,419
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 31,223 91,422

減価償却費 208,902 199,846

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △40 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △897 △2,720

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,698 20,426

受取利息及び受取配当金 △1,365 △829

支払利息 28,119 24,749

社債発行費 － 718

固定資産除却損 18,205 11,221

固定資産受贈益 － △6,733

売上債権の増減額（△は増加） 6 △27

預入金の増減額（△は増加） △30,386 △12,817

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,116 △3,076

仕入債務の増減額（△は減少） △13,139 16,343

未払金の増減額（△は減少） 13,223 11,535

未払費用の増減額（△は減少） 10,276 △3,230

その他 8,186 △9,987

小計 266,896 336,842

利息及び配当金の受取額 557 214

利息の支払額 △32,684 △29,658

法人税等の支払額 △7,601 △24,279

営業活動によるキャッシュ・フロー 227,167 283,119

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 3,000 －

有形固定資産の取得による支出 △338,657 △66,657

貸付けによる支出 △1,000 －

貸付金の回収による収入 12,362 10,090

差入保証金の差入による支出 △47,125 △5,406

その他 10,688 1,029

投資活動によるキャッシュ・フロー △360,732 △60,942
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（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 189,300

長期借入れによる収入 682,182 435,000

長期借入金の返済による支出 △553,425 △658,800

社債の発行による収入 － 49,281

社債の償還による支出 △100,000 △100,000

リース債務の返済による支出 － △9,663

設備関係割賦債務の返済による支出 △2,235 △695

配当金の支払額 △11,596 △14,831

財務活動によるキャッシュ・フロー 14,925 △110,410

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △118,639 111,766

現金及び現金同等物の期首残高 200,150 332,908

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 81,511

※
 444,675
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　該当事項はありません。　

 

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成22年３月31日）

前事業年度末
（平成21年６月30日）

※　有形固定資産の減価償却累計額 ※　有形固定資産の減価償却累計額

1,961,924千円 1,803,133千円

投資その他の資産の減価償却累計額 投資その他の資産の減価償却累計額

256,646千円 246,428千円

 

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

給料手当 1,194,618千円

賞与引当金繰入額 12,417千円

給料手当 1,170,615千円

賞与引当金繰入額 25,465千円

前第３四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

給料手当 402,481千円

賞与引当金繰入額 5,762千円

給料手当 394,412千円

賞与引当金繰入額 16,800千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年3月31日現在）

　（千円）

　（平成22年3月31日現在）

　（千円）

現金及び預金 84,511

預入期間３か月超の定期預金  △3,000

現金及び現金同等物     　81,511

 

現金及び預金 444,675

預入期間３か月超の定期預金  －

現金及び現金同等物     　444,675
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（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年３月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成22年

３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　1,664,800株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　　　223株

 

３．新株予約権等に関する事項

　          ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期会計期間末残高　　　　　1,035千円

 

４．配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額

（決議）　 株式の種類
配当金の総額
（千円）

　１株当たり
　配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年９月24日

定時株主総会
普通株式 16,645 10平成21年６月30日平成21年９月25日利益剰余金

 

（有価証券関係）

　有価証券の四半期貸借対照表計上額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　　　　四半期財務諸表への影響額に重要性がないため、記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年３月31日）

前事業年度末
（平成21年６月30日）

１株当たり純資産額 761.93円 １株当たり純資産額 730.15円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 21.35円 １株当たり四半期純利益金額 42.74円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在しますが希薄化効果を有しないため

記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　　 42.72円
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　（注）　１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 24,858 71,151

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 24,858 71,151

期中平均株式数（千株） 1,164 1,664

　         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） － 0

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

――――― ―――――

 

前第３四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 10.41円 １株当たり四半期純利益金額 7.46円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在しますが希薄化効果を有しないため

記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　　　7.46円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たりの四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 12,126 12,419

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 12,126 12,419

期中平均株式数（千株） 1,164 1,664

　         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） － 0

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

――――― ―――――

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年６月30日以前のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、取引残高に前

事業年度末に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ＪＢイレブン(E03500)

四半期報告書

23/25



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成 21 年 5 月 12 日

株式会社ＪＢイレブン

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和　田　芳　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　野　正　人　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＢイレブン

の平成20年7月1日から平成21年6月30日までの第28期事業年度の第3四半期会計期間（平成21年1月1日から平成21年3月31

日まで）及び第3四半期累計期間（平成20年7月1日から平成21年3月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸

借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＪＢイレブンの平成21年3月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第3四半期会計期間及び第3四半期累計期間の経営成績並びに第3四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第1四半期会計期間よ

り機械及び装置の減価償却方法について、定率法から定額法に変更している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

                                                                                                  以　上

 

 

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半

期財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成 22 年 5 月 13 日

株式会社ＪＢイレブン

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和　田　芳　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　野　正　人　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＢイレブ

ンの平成21年7月1日から平成22年6月30日までの第29期事業年度の第3四半期会計期間（平成22年1月1日から平成22年3月

31日まで）及び第3四半期累計期間（平成21年7月1日から平成22年3月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期

貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＪＢイレブンの平成22年3月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第3四半期会計期間及び第3四半期累計期間の経営成績並びに第3四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

                                                                                                  以　上

 

 

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半

期財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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